

第2章　　世界最先端マーケティング（チャネルシフト戦略）

従来のマーケティングについては理解したが、世界最先端マーケティングはどのようなものか、また、従来マーケティングとの違いは何なのか、まだ疑問が残る。さらにチャネルシフト戦略とは、どのような戦い方をするのだろうか。
2-1.　　　　　チャネルシフト戦略とは？

　第2章のサブタイトルにもある、「チャネルシフト戦略」という言葉に疑問を抱く人も多いだろう。まず初めに「チャネルシフト戦略」とは何なのか説明していこう。

チャネルシフト戦略とは、

1．
オンラインを基点としてオフラインに進出し、

2．
顧客とのつながりを創り出すことによって、

3．
マーケティング要素自体を変革しようとする

戦い方である。

このように、オンラインでの顧客とのつながりを活かし、オフラインの顧客を争奪する戦いが起こっている。その先鋒が、アマゾンである。アマゾンは、オンラインに軸足を置く企業である。しかしいま、オフライン空間に次々とチャネルを設け、顧客を取り込もうとしている。顧客の自宅にアマゾンダッシュ（Amazon　dash）やアマゾンエコー（Amazon　Echo）を、そしてリアル店舗としてアマゾンゴー（Amazon　Go）やアマゾンブックス（Amazon　Books）などを展開している。そして極め付けは、2017年に発表した米国の高級スーパー、ホールフーズ・マーケットの買収だ。日本でも脅威として受け取られ、大きなニュースになった。しかし、この動きを単にオンラインからオフラインへの「販路の多様化」と捉えたのでは、判断を誤る。アマゾンの狙いは、販路ではない。ネットとリアルを融合させたチャネルを通して、顧客の行動データを掴むことだ。そしてそれを使って、販促・価格・商品のすべてを「顧客」ごとに最適化する戦いを仕掛けてくる。つまり一連のマーケティングミックス、いわゆる4Pの革新を進めているのである。それが完成した時のインパクトは、計り知れない。アマゾンはすでに、購入履歴などからレコメンド情報を提供するという、販促の最適化は実現している。
次のインパクトは、つながりによる「価格破壊」と「商品開発」だ。例えば、アマゾンは、アマゾンブックスやホールフーズなど、オフライン店舗でもプライム会員の価格優待を拡大している。またプライベートブランド（PB）の展開を加速しており、例えばアマゾンの乾電池などはネット販売で全米トップシェアになっている。つまりアマゾンはチャネルを起点に販促・価格・商品というマーケティング要素自体を他社が模倣できないものに変革している。アマゾンが実践する、この戦い方こそ、「チャネルシフト戦略」である。

2-2　　　　　　　　　小売業界で起こっている変化

このような動きに対抗するためには、単にオンライン店舗とオフライン店舗を設けるだけでは不十分である。まず、チャネルシフトの認識を「販売の場」から、「顧客とのつながりをつくる場」へと変えねばならない。真の意味でのチャネルシフトを自ら起こさなければ、オンラインからの侵入者に顧客を根こそぎ奪われることになってしまうのだ。

多くの企業が、すでにネットとリアルを融合させたチャネルで、顧客とのつながり構築を急いでいる。オンラインストアで事前にお気に入りの服を選びリアル店舗で購入する米ボノボス（BONOBOS）、リアル店舗で商品を選びオンラインストアで購入する仕組みを導入したニトリ、自宅にメガネのサンプルを送りお気に入りだけをオンラインで購入できる米ワービー・パーカー（Warby Parker）などである。これらの企業はチャネルを変え、顧客とのつながりを強固にし、自ら事業確変を導いている。著者・奥谷は前職である良品計画において、無印良品のネット店舗の運用、MUJIpassportアプリの開発などを主導し、現職であるオイシックスドット大地でも、事業会社の内部からチャネル変革を進めてきた。また筆者・岩井は広告会社という立場から、国内企業の多数のプロジェクトに携わり、チャネルを起点とした事業変革を支援してきた。その経験から言えるのは、従来型のオフライン企業に、共通して足りていないことが3つあるということだ。1つ目は、「オンライン企業によるオフライン市場への進出」というトレンドを軽視していること。2つ目は、「顧客とのつながり強化」という狙いを看過していること。3つ目は、「マーケティング要素自体の変革」という彼らの真意を察知していないことである。
つまり、チャネル変革をオペレーション課題と捉え、これからの競争に向けた経営戦略の課題とは考えていない場合が多いのである。それでもなお、店舗を軸としたチャネル設計、言うなれば「店舗至上主義という呪縛」から逃れられない小売業界が多いことも事実である。もちろん店舗ロケーションを所与として、品揃えとサービスを向上させることにより、競合に対する優位性を保つ「小売吸収」という考え方はいまも意味をなしている。
筆者らも事業会社の内外からチャネル変革という課題に携わってきたが、多くの企業で「顧客は必ず店舗に来る」という前提が、思考のスタートラインになっていることを実感してきた。「顧客を軸に統制するにせよ、その顧客獲得は店舗で行うのだから」という発想になりがちだ。従来からオフラインで勝負してきた企業は、顧客を軸にするということが頭では分かっていても、すべてを店舗で完結できるという思考の枠から脱却することは、やはり相当に難しいのである。
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